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連結子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 
当社は、本日開催の取締役会において、連結子会社である株式会社クイック・グローバルを吸収合

併することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

なお、本合併は、100％出資の連結子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項・内容を

一部省略して開示しております。 

 

記 

 

１. 合併の目的 

当社はグループビジョンである「世界の人事部」構想の実現に向け、現在、米国、中国、英国、

メキシコ、ベトナム、タイの海外６カ国において、海外へ進出する日系企業を中心に人材サービス

を展開しております。 

こうした中、当社連結子会社である株式会社クイック・グローバルは、当社グループ海外各社の

営業支援等を担ってまいりましたが、この度、経営指導及び海外への投資の強化を進めるため、同

社を吸収合併することといたしました。 

 

２. 合併の要旨 

（１） 合併の日程 

合併契約決議取締役会 2020 年２月 18 日 

合併契約締結  2020 年２月 18 日 

合併期日（効力発生日） 2020 年４月 １日（予定） 

 

なお、本合併は、当社においては会社法第 796 条第２項に定める簡易合併、株式会社クイ

ック・グローバルにおいては会社法第 784 条第１項に定める略式合併に該当するため、い

ずれも合併契約に関する株主総会の承認決議を経ずに行うものであります。 

 

（２） 合併の方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式であり、株式会社クイック・グローバルは解散いたし

ます。 

 

（３） 合併にかかる割当ての内容 

株式会社クイック・グローバルは当社 100％子会社であるため、本合併による新株式の発

行及び資本金の増加ならびに合併交付金の支払はありません。 

 



（４） 合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 

３. 合併当事者の概要（2020 年２月 18 日現在） 

（１）商号 
株式会社クイック 

（吸収合併存続会社） 

株式会社クイック・グローバル 

（吸収合併消滅会社） 

（２）本店所在地 大阪市北区小松原町２-４ 東京都港区赤坂 2-11-7 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役会長 和納 勉 代表取締役社長 横田 勇夫 

（４）事業内容 総合人材サービス 当社海外子会社の営業支援等 

（５）資本金 351 百万円 40 百万円 

（６）設立年月日 1980 年９月 30 日 2017 年４月３日 

（７）発行済株式総数 19,098,576 株 4,000 株 

（８）決算期 ３月 31 日 ３月 31 日 

（９）大株主及び持株比率（※） 

  （2019 年９月 30 日現在） 

有限会社アトムプランニング 

26.98％ 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口） 

4.72％ 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口） 

3.66％ 

和納 勉 

2.98％ 

中島 宣明 

2.95％ 

株式会社クイック  

100.00％ 

（10）直前事業年度の財政状況及び経営成績 

決算期 2019 年３月期（連結） 2019 年３月期（単体） 

 純資産 8,358 百万円 54 百万円 

 総資産 12,592 百万円 60 百万円 

 １株当たり純資産 443.19 円 27,049.57 円 

 売上高 19,173 百万円 31 百万円 

 営業利益または営業損失（▲） 2,581 百万円 ▲24 百万円 

 経常利益または経常損失（▲） 2,818 百万円 ▲24 百万円 

 親会社株主に帰属する当期純

利益、または当期純損失（▲） 
1,966 百万円 ▲24 百万円 

 １株当たり当期純利益、また

は１株当たり当期純損失（▲） 
104.40 円 ▲15,904.03 円 

（※）持株比率は、自己株式を控除して計算しております。 

 

４. 本合併後の状況 

本合併後の当社の商号、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期に変更はあり

ません。 

 

５. 今後の見通し 

本合併による当社グループの連結業績への影響は軽微であります。 

以 上 


